
◆ 6月の税務と労務
国　税／ 5月分源泉所得税の納付           6月10日
国　税／ 所得税の予定納税額の通知       6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告
                       （法人税・消費税等）    6月30日
国　税／ 10月決算法人の中間申告          6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消費税等の
             中間申告（年3回の場合）         6月30日
地方税／ 個人の道府県民税及び市町村民税の納付
             （第1期分）      市町村の条例で定める日
労　務／ 健康保険・厚生年金保険被保険者賞与
             支払届                          支払後5日以内

              

労　務／ 子ども（児童）手当現況届
             （市町村役場に提出）               6月30日

6 2010

スキームとは、一般的には枠組みや仕組み、手法という意
味ですが、税率の低い国に日本で課税すべき所得を移転するなど、海外取引を利用した
課税逃れ商品等を「国際的租税回避スキーム」と呼んでいます。経済の国際化に伴い増
加するスキームに対して、国税当局では、調査・情報収集を強化しています。

国際的租税回避スキーム

（水無月）June6月
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特
定
理
由
離
職
者
の
う
ち
、
や
む

を
得
な
い
と
認
め
ら
れ
る
正
当
な
理

由
の
あ
る
自
己
都
合
に
よ
り
退
職
し

た
場
合
の
判
断
基
準
が
示
さ
れ
ま
し

た
。特

定
理
由
離
職
者
と
は
、
特
定
受

給
資
格
者
（
倒
産
・
解
雇
等
の
理
由

に
よ
り
再
就
職
の
準
備
を
す
る
時
間

的
余
裕
な
く
離
職
を
余
儀
な
く
さ
れ

た
人
）
以
外
の
人
で
あ
っ
て
、
期
間

の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
期
間
が
満

了
し
、
か
つ
、
そ
の
労
働
契
約
が
更

新
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
（
本
人
が
更

新
を
希
望
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

そ
の
更
新
に
つ
い
て
合
意
が
成
立
し

な
か
っ
た
場
合
に
限
る
）
、
そ
の
他

や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
離
職
し

た
人
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

特
定
理
由
離
職
者
と
認
め
ら
れ
る

と
、
基
本
手
当
の
要
件
の
ひ
と
つ
で

あ
る
被
保
険
者
期
間
が
緩
和
さ
れ

て
、
原
則
と
し
て
離
職
の
日
以
前
二

年
間
に
、
被
保
険
者
期
間
が
一
二
カ

月
以
上
必
要
で
あ
る
も
の
が
、
「
離

職
の
日
以
前
一
年
間
に
、
被
保
険
者

期
間
が
六
カ
月
以
上
」
あ
れ
ば
受
給

資
格
を
満
た
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ

ま
す
。

給
付
面
に
お
い
て
は
、
給
付
制
限

が
な
い
こ
と
及
び
失
業
給
付
（
基
本

手
当
）
の
所
定
給
付
日
数
が
手
厚
く

な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

「
給
付
制
限
を
受
け
な
い
正
当
な

理
由
に
よ
り
離
職
し
た
場
合
」
と
し

て
、
厚
生
労
働
省
が
示
し
た
判
断
基

準
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

a

体
力
の
不
足
、
心
身
の
障
害
、

病
気
、
ケ
ガ
、
視
力
・
聴
力
・
触

覚
の
減
退
等
に
よ
り
、
本
人
の
就

い
て
い
る
業
務
（
勤
務
場
所
へ
の

通
勤
を
含
む
）
を
続
け
る
こ
と
が

不
可
能
ま
た
は
困
難
と
な
っ
た
た

め
、
ま
た
は
事
業
主
か
ら
新
た
に

就
く
べ
き
こ
と
を
命
ぜ
ら
れ
た
業

務
（
そ
の
勤
務
場
所
へ
の
通
勤
を

含
む
）
を
遂
行
す
る
こ
と
が
不
可

能
ま
た
は
困
難
で
あ
る
た
め
離
職

し
た
人

■→
持
参
す
る
資
料
…
医
師
の
診
断

書
等

s

妊
娠
、
出
産
、
育
児
等
に
よ
り

離
職
し
、
受
給
期
間
延
長
措
置
を

受
け
た
人

■→
持
参
す
る
資
料
…
受
給
期
間
延

長
通
知
書
な
ど

d

父
も
し
く
は
母
の
死
亡
、
傷
病

等
の
た
め
、
父
も
し
く
は
母
を
扶

養
す
る
た
め
に
離
職
を
余
儀
な
く

さ
れ
た
場
合
、
ま
た
は
常
時
本
人

の
看
護
を
必
要
と
す
る
親
族
の
傷

病
等
の
た
め
に
離
職
を
余
儀
な
く

さ
れ
た
場
合
（
事
業
主
に
離
職
を

申
し
出
た
段
階
で
、
看
護
を
必
要

と
す
る
期
間
が
お
お
む
ね
三
〇
日

を
超
え
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い

た
こ
と
）
の
よ
う
に
、
家
庭
の
事

情
が
急
変
し
た
こ
と
に
よ
り
離
職

し
た
人

な
お
、
自
家
の
火
事
、
水
害
等

に
よ
り
勤
務
継
続
が
客
観
的
に
不

可
能
ま
た
は
困
難
と
な
っ
た
と
認

め
ら
れ
る
と
き
は
こ
の
基
準
に
該

当
し
ま
す
が
、
学
校
入
学
、
訓
練

施
設
入
校
（
所
）
、
子
弟
教
育
等

の
た
め
に
離
職
す
る
こ
と
は
こ
の

基
準
に
該
当
し
ま
せ
ん
。

■→
持
参
す
る
資
料
…
扶
養
控
除
等

申
告
書
、
健
康
保
険
証
、
医
師
の

診
断
書
な
ど

f

配
偶
者
ま
た
は
扶
養
す
べ
き
親

族
と
別
居
生
活
を
続
け
る
こ
と

が
、
家
庭
生
活
の
上
か
ら
も
、
経

済
的
事
情
等
か
ら
も
困
難
と
な
っ

た
た
め
、
そ
れ
ら
の
人
と
同
居
す

る
た
め
に
事
業
所
へ
通
勤
が
不
可

判
断
基
準
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能
ま
た
は
困
難
な
地
へ
住
所
を
移

転
し
た
こ
と
に
よ
り
離
職
し
た
人

■→
持
参
す
る
資
料
…
転
勤
辞
令
、

住
民
票
の
写
し
、
扶
養
控
除
等
申

告
書
、
健
康
保
険
証
な
ど

g

次
の
理
由
に
よ
り
、
通
勤
困
難

（
通
常
の
方
法
に
よ
り
通
勤
す
る

た
め
の
往
復
所
要
時
間
が
お
お
む

ね
四
時
間
以
上
で
あ
る
と
き
等
）

と
な
っ
た
た
め
離
職
し
た
場
合

①

結
婚
に
伴
い
住
所
を
変
更
し

た
場
合
（
離
職
か
ら
住
所
の
移

転
ま
で
の
間
が
お
お
む
ね
一
カ

月
以
内
で
あ
る
こ
と
。
）

■→
持
参
す
る
資
料
…
住
民
票
の
写

し
な
ど

②

被
保
険
者
の
住
所
も
し
く
は

職
場
の
近
隣
ま
た
は
通
勤
経
路

上
の
適
当
な
場
所
に
保
育
所
等

保
育
の
た
め
の
施
設
ま
た
は
親

族
等
が
な
く
（
施
設
ま
た
は
親

族
等
が
適
当
な
場
所
に
あ
っ
た

と
し
て
も
勤
務
の
時
間
帯
と
保

育
の
時
間
帯
と
の
関
係
等
に
よ

り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
利
用
保
育
の

依
頼
も
で
き
な
い
と
い
う
客
観

的
な
事
情
が
あ
る
場
合
も
含

む
）
、
か
つ
、
前
記
以
外
の
保

育
所
等
保
育
の
た
め
の
施
設
を

利
用
し
た
り
、
親
族
等
に
保
育

を
依
頼
す
る
と
す
れ
ば
、
通
勤

が
不
可
能
ま
た
は
困
難
と
な
る

場
合

■→
持
参
す
る
資
料
…
保
育
園
の
入

園
許
可
書
な
ど

③

移
転
後
の
事
業
所
へ
の
通
勤

が
、
被
保
険
者
に
と
っ
て
不
可

能
ま
た
は
困
難
と
な
る
客
観
的

事
情
が
あ
る
場
合

■→
持
参
す
る
資
料
…
事
業
所
移
転

の
通
知
、
事
業
所
の
移
転
先
が
わ

か
る
資
料
な
ど

④

住
居
の
強
制
立
退
き
、
天
災

等
自
己
の
意
思
に
反
し
て
の
移

転
等
に
よ
り
、
通
勤
が
不
可
能

ま
た
は
困
難
と
な
る
場
合

■→
持
参
す
る
資
料
…
住
居
の
強
制

立
退
き
、
天
災
等
の
事
実
を
証
明

で
き
る
書
類

⑤

鉄
道
、
軌
道
、
バ
ス
そ
の
他

運
輸
機
関
の
廃
止
ま
た
は
運
行

時
間
の
変
更
等
に
よ
り
通
勤
が

困
難
な
場
合

■→
持
参
す
る
資
料
…
鉄
道
、
軌

道
、
バ
ス
そ
の
他
運
輸
機
関
の
廃

止
ま
た
は
運
行
時
間
の
変
更
に
係

る
書
類

⑥

被
保
険
者
本
人
が
事
業
主
か

ら
通
勤
が
不
可
能
ま
た
は
困
難

な
事
業
所
へ
転
勤
ま
た
は
出
向

を
命
ぜ
ら
れ
、
配
偶
者
ま
た
は

扶
養
す
べ
き
同
居
の
親
族
と
別

居
す
る
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ

た
た
め
に
離
職
し
た
場
合

■→
持
参
す
る
資
料
…
転
勤
辞
令
、

離
職
者
が
離
職
事
由
を
記
載
し
た

申
立
書
、
住
民
票
の
写
し
、
扶
養

控
除
等
申
告
書
、
健
康
保
険
証
な

ど⑦

被
保
険
者
の
配
偶
者
が
そ
の
事

業
主
か
ら
通
勤
が
不
可
能
ま
た
は

困
難
な
事
業
所
へ
転
勤
ま
た
は
出

向
を
命
ぜ
ら
れ
た
り
、
再
就
職
の

た
め
に
、
配
偶
者
が
住
居
を
移
転

す
る
こ
と
と
な
り
、
被
保
険
者
が

そ
の
配
偶
者
と
同
居
を
続
け
る
た

め
に
住
所
を
移
転
す
る
こ
と
と
な

っ
た
場
合
に
お
い
て
、
被
保
険
者

が
そ
の
配
偶
者
と
同
居
を
続
け
る

た
め
に
住
所
を
移
転
す
る
こ
と
と

な
っ
た
が
、
そ
の
結
果
、
移
転
後

の
住
所
地
か
ら
事
業
所
へ
の
通
勤

が
不
可
能
ま
た
は
困
難
と
な
る
こ

と
に
よ
り
離
職
し
た
場
合

■→
持
参
す
る
資
料
…
転
勤
辞
令
、

住
民
票
の
写
し
な
ど
。
な
お
、
①

〜
⑦
に
共
通
す
る
も
の
と
し
て
通

勤
経
路
に
係
る
時
刻
表
な
ど

h

下
記
に
該
当
し
な
い
企
業
整
備

に
よ
る
人
員
整
理
等
で
希
望
退
職

者
の
募
集
に
応
じ
て
離
職
し
た
人

な
ど

①

企
業
整
備
に
お
け
る
人
員
整

理
等
に
伴
う
退
職
勧
奨
な
ど
退

職
勧
奨
が
事
業
主
（
ま
た
は
人

事
担
当
者
）
に
よ
り
行
わ
れ
離

職
し
た
場
合

②

希
望
退
職
募
集
（
希
望
退
職

募
集
の
名
称
を
問
わ
ず
、
人
員

整
理
を
目
的
と
し
、
措
置
が
導

入
さ
れ
た
時
期
が
離
職
者
の
離

職
前
一
年
以
内
で
あ
り
、
か

つ
、
希
望
退
職
の
募
集
期
間
が

三
カ
月
以
内
で
あ
る
も
の
に
限

る
）
へ
の
応
募
に
伴
い
離
職
し

た
場
合

■→
持
参
す
る
資
料
…
希
望
退
職
募

集
要
綱
、
離
職
者
の
応
募
事
実
が

わ
か
る
資
料
な
ど

詳
し
く
は
、
管
轄
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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失
業
等
給
付
に
係
る
保
険
料
率
が

前
年
度
の
〇
・
四
％
（
労
使
折
半
の

率
、
以
下
同
じ
）
か
ら
〇
・
六
％
に

引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
雇
用
保
険
二
事
業
率
（
事

業
主
の
み
負
担
）
に
つ
い
て
も
前
年

度
の
弾
力
条
項
の
発
動
が
停
止
さ
れ

た
た
め
、
〇
・
三
％
か
ら
原
則
ど
お

り
〇
・
三
五
％
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
改
正
に
よ
り
、
今
年
の
年
度

更
新
に
用
い
る
雇
用
保
険
料
率
は
、

次
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

a

平
成
二
十
一
年
度
の
確
定
保
険

料
率

①
一
般
の
事
業
　
一
・
一
％

②
農
林
水
産
等
　
一
・
三
％

③
建
設
の
事
業
　
一
・
四
％

s

平
成
二
十
二
年
度
の
概
算
保
険

料
率

①
一
般
の
事
業
　
一
・
五
五
％

②
農
林
水
産
等
　
一
・
七
五
％

③
建
設
の
事
業
　
一
・
八
五
％

兼業したときの割増賃金
他社の社員を、所定労働時間外にパー

トで働かせる場合は、健康・精神障害に
係る安全配慮義務違反、基幹労働力にな
りにくいこと、割増賃金等の問題が生じ
ることがあるので留意すべきでしょう。

特に労働時間は事業主が異なる場合で
あっても通算され、法定労働時間（１週
40時間、１日８時間）を超えれば、割増
賃金の支払義務が発生します。

たとえば、すでに８時間働いている社
員が、引き続き他社で働く場合は、就労
開始時から時間外労働となり25％以上の
割増賃金を支払わなければなりません。
また、土曜日に働く場合も同様で、その
週にすでに40時間働いている場合は、就
労開始時から25％以上、さらに日曜日も
就労した場合は休日労働となり35％以上
の割増賃金が必要になります。

割増賃金の規定に違反すると、処罰の
対象となります。

介護（補償）給付の
支給額が引下げ
介護補償給付（業務災害）及び介護給付

（通勤災害）は、仕事中や通勤途上のケガ
が原因で働けなくなり、自宅で介護を受け
ることになった場合であって、障害補償年
金・傷病補償年金（業務災害）または障害
年金・傷病年金（通勤災害）の受給権者と
なった被災労働者が一定要件を満たしてい
て、常時または随時介護を要する状態にあ
り、かつ現に介護を受けているときに、そ
の間支給されるものです。

ただし、身体障害者療護施設等に入所し
ている期間及び病院または診療所に入院し
ている期間は給付の対象になりません。

被災労働者の区分に応じて定められてい
る介護補償給付及び介護給付の支給額が、
平成22年４月から引き下げられ、次のよ
うに変更されました。

（1）　常時介護を要する人
① その月に費用を支出して介護を受け
た日がある場合の最高限度額

104,960円→104,730円
② その月に親族または友人の介護を受
けているとともに、介護費用を支出し
ていない場合または介護費用として支
出した額がある場合の最低保障額

56,930円→56,790円
（2）　随時介護を要する人

① その月に費用を支出して介護を受け
た日がある場合の最高限度額

52,480円→52,370円
② その月に親族または友人の介護を受
けているとともに、介護費用を支出し
ていない場合または介護費用として支
出した額がある場合の最低保障額

28,470円→28,400円

なお、介護補償給付及び介護給付には特
別支給金制度はありません。

雇
用
保
険
料
率
が
変
更


